
　コロナ感染、�
� 「今後も増減の波が続く」
� −日医・松本会長−

　日本医師会の松本吉郎会長は29日の会見で、国内の新型コロ
ナウイルスの感染状況について、新規感染者数は日々の増減が
見られるとした上で、「若干の増加傾向も見られており、今後も
増減の波がこのまま続いていくのではないか」との見通しを示
した。
　コロナ感染・ワクチン接種時からの時間経過に伴う免疫減衰
や、免疫逃避の可能性がある変異株の割合増加などが、感染状
況に及ぼす影響も引き続き注視する構えを見せた。
　５月８日からの５類移行で、▽検査・外来診療の医療費負担
の変更▽陽性者・濃厚接触者の取り扱いの変更▽医療提供体制
の変更―が生じることにも言及。全国の診療・検査医療機関、
新たにコロナ診療に当たる医療機関などへの必要な支援や情報
発信を、引き続き政府に求めた。
●集団接種・職域接種、なくなると予想　釜萢常任理事
　釜萢敏常任理事は、コロナワクチンの特例臨時接種が１年間
延長となったことを踏まえ、2023年度以降の接種の具体的なス
ケジュールや変更点などを解説した。１年間の延長は「大変心
強く、ありがたいと思っている」と述べた。日医としては、希
望者に速やかに接種できる体制の構築に向け、各医師会と協力
していく姿勢を強調した。
　自治体の集団接種や職域接種がなくなることが予想されると
し、各医療機関で予約を取って接種する体制が今後標準になる
と見通した。
　世界保健機関（WHO）が接種に関するガイダンスを出した
ことにも言及。ガイダンスでは、リスクの高い人に対して、年
１回の接種をしっかり確保するよう推奨しているほか、若年者
やリスクの低い人には、必ずしも接種を勧めなくても構わない
としていると紹介した。
　その上で「今後、日本でのワクチンの取り組みをどうするか
は、厚生科学審議会・予防接種・ワクチン分科会などで、しっ
かり議論をしていくことになる」と語った。
� メディファクス３月３０日

　�増員する常任理事、各医師会と
連携して「組織強化を」

� −日医・松本会長−

　日本医師会の松本吉郎会長は29日の会見で、常任理事を４人
増やす定款・諸規程改正案が、26日の臨時代議員会で承認され
たと報告した。増員する常任理事については、「通常の業務の
ほか、特に１年間、全国の医師会と日医との緊密な連携強化に
努めてもらう中で、組織強化の推進に鋭意取り組んでもらいた
い」と述べた。
　６月25日の定例代議員会で、増員の４人を選出する見通しだ
とし、日医会員であれば誰でも役員に立候補できると説明。
「私どもとしては、しっかりと医師会の業務を果たしてもらえ
るような、有能で広い視野に立った人を求めているが、あくま
で本人の立候補であり、役員を決めるのは日医の代議員会だ」
と話した。
　今回の改正を追い風に、今後も「国民の信頼を得られる医師
会」「医師の期待に応えられる医師会」につながる取り組みを強
化していく姿勢も強調した。
� メディファクス３月３０日

　東日本大震災から12年、�
� 「災害医療の強化に尽力」
� −日医・松本会長−

　11日で東日本大震災の発生から12年たったことを受け、日本
医師会の松本吉郎会長は15日の会見で、「日医として多くの犠
牲者に報いるためにも、これまで得られた多くの教訓を大切な
ものとして、今後の災害医療の充実・強化に努めていく」と強
調した。
　日医は昨年、日本環境感染学会との間で、災害医療に関する
相互協力協定を締結。▽避難所の感染対策のマニュアル作成▽
防災推進国民大会での関連シンポジウムの実施▽日医災害医療
チーム「JMAT」の感染対策の研修検討―などを行ってきた。
� メディファクス３月１６日
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　　サイバー犯罪１万2000件
� −最多、ランサム被害57％増−

　2022年に全国の警察が摘発したサイバー犯罪は前年に比べ
160件増の１万2369件で、過去最多を更新したことが16日、警察
庁の統計（確定値）で分かった。企業・団体での身代金要求型
コンピューターウイルス「ランサムウエア」の被害は37都道府
県で230件あり、前年比57.5％増と急増した。インターネット
上の不審なアクセスも最多を更新し、１日平均7707.9件だった。
　ランサムウエア被害の半数が中小企業で、事業規模に関係な
く発生している。新型コロナウイルス禍で普及したテレワーク
の機器からの侵入が目立った。
　業種別では製造業が最も多く75件。サービス業49件、医療・
福祉20件と続いた。手口が判明した182件のうち119件は、デー
タを盗んだ上、暗号化したデータの解除に金銭を要求し、応じ
なければ情報を公開すると脅す「二重恐喝」だった。
　被害企業へのアンケートで感染経路を尋ねると、有効回答
102件のうちVPN（仮想専用線）機器が63件、離れた場所から
パソコンを遠隔操作する機能「リモートデスクトップ」が19
件、不審メールが９件だった。
　有効回答で、復旧にかかった期間は１カ月未満が半数を占
め、２カ月以上との回答もあった。復旧費用は「1000万円以上
～5000万円未満」との回答が最も多かった。
また、ネット上で検知したサイバー攻撃などの不審なアクセス
は年々増え、18年の2752.8件と比べ2.8倍。送信元のほとんど
が海外で、ネットにつながる家電の普及や攻撃手法の高度化が
要因とみられる。
　摘発１万2369件の内訳は詐欺が3304件、児童ポルノ関連の児
童買春・ポルノ禁止法違反が1560件など。不正アクセス禁止法
違反は522件あった。【共同】� メディファクス３月１７日

日本医師会サイバーセキュリティ対応相談窓口 
（緊急相談窓口） 
TEL：０１２０－１７９－０６６　年中無休　９時〜２１時

　　後期２割、14％が「受診ためらう」
� −民医連調査、79％は「今まで通り」−

　全日本民主医療機関連合会（民医連）は20日、昨年10月以降、
一定所得以上の後期高齢者に導入した医療費2割負担につい
て、患者調査の結果を公表した。窓口負担が実際に2割になっ
た7615人に受療行動を複数回答で尋ねたところ、79％が「今ま
で通り受診する」と答えた一方、14％は「受診をためらうよう
になった」、11％は「受診回数・薬を減らす」と回答した。
　「預金を切り崩して受診する」（19％）、「交際費を削って受診
する」（15％）、「水光熱費を削って受診する」（15％）といった
回答もあった。
●岸本事務局長、受診抑制を懸念
　民医連の岸本啓介事務局長は、厚生労働省内で会見を開き、
受診抑制が強く懸念される結果になったと説明。「最低でも元
に戻す必要がある」とし、2割負担の中止を政府に訴えていく
姿勢を示した。
　調査は昨年12月から今年2月にかけ、全国の民医連会員施設
の患者を対象に実施。2割負担にならなかった後期高齢者らも
含め、34都道府県の1万5368件の回答を集計・分析した。
� メディファックス３月２２日

　　電子処方箋、「リフィル」にも対応
� −厚労省、秋に向け準備−

　厚生労働省は29日の「健康・医療・介護情報利活用検討会」
で、1月から運用が始まった電子処方箋について、リフィル処
方箋にも対応できるよう、今秋をめどに準備を進める方針を明
らかにした。
現行の電子処方箋は、リフィル処方箋に非対応となっている。
見直しに向け、運用主体である電子処方箋管理サービス側の改
修を行うとともに、技術解説書を改訂し、各施設での追加改修
を順次可能とする予定だ。
　▽特定地域での先行実証▽対応施設の周知方法▽他のシステ
ム改修などに配慮した導入期間の設定―なども今後検討する。
●「院内処方」も検討
　また厚労省は、現在は電子処方箋の対象となっていない「院
内処方」についても、課題を整理して検討する方針を示した。
� メディファックス３月３０日

　　マイナカードによるオン資確認、２月は157万件
� −伊原保険局長−

　厚生労働省の伊原和人保険局長は17日の参院厚生労働委員会
で、2月のマイナンバーカードによるオンライン資格確認の利
用件数は157万件だったと明らかにした。昨年同月の利用件数
は10万件だったため、「前年比で約16倍」と説明した。倉林明子
氏（共産）への答弁。
●全体の1.7％
　２月のオン資確認の利用件数は、全体で9000万件。このう
ち、マイナカードによる確認の割合は1.7％となった。受診回
数に対するオン資確認の利用件数割合を、昨年10月の外来レセ
プト件数を母数として機械的に算出すると、50％強になった。
　倉林氏は、現行の健康保険証でもオン資確認は可能だと指
摘。マイナカードと保険証の一体化による現行の保険証廃止に
疑問を示した。顔認証を求める理由や、国保の短期被保険者証
廃止の影響なども質問した。� メディファックス３月２０日

　　医療的ケア児１万人在籍
� −小中高校や特支学校−

　国公私立の幼稚園や小中高校、特別支援学校に、たんの吸引
など「医療的ケア」が日常的に必要な子どもが2022年5月1日時
点で1万491人在籍していることが24日、文部科学省の調査で分
かった。
　内訳は、特別支援学校（幼稚部から高等部まで）が8361人で
大半を占めた。幼稚園は271人、小学校1527人、中学校266人、
高校66人で計2130人だった。特別支援学校の方が医療的ケアに
慣れた看護師らが多いことなどが背景にあるとみられる。
　医療的ケアを学校に任せ、保護者が付き添いしなくてもよい
子どもは、特別支援学校で2322人に上る一方、幼稚園と小中高
校では計721人にとどまった。文科省は付き添いの負担を減ら
すため、看護師の配置の拡充を進める。【共同】
� メディファックス３月２８日

　　「死亡診断書」記入マニュアル、23年度版を周知
� −厚労省−

　厚生労働省は、2023年度版の「死亡診断書（死体検案書）記
入マニュアル」をまとめ、27日付の事務連絡で周知した。同省
のホームページで内容を確認できる（https://www.mhlw.go
.jp/toukei/manual/）。
　マニュアルは、医師や歯科医師が死亡診断書を
記入する際の参考として、厚労省が毎年度作成し
ている。� メディファックス３月２９日
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